長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は、飲食店が新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けてテイクアウト又はデリバリーのサービスを新たに始めた際、そのサービス開始に伴う経費について、予算の範囲内において長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金（以下「補助金」という。）を交付するため、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において「飲食店」とは、別表１に定める日本標準産業分類に規定する大分類Ｍ（平成２５年総務省告示第４０５号）のうち中分類７６に該当する業種のことをいう。

（補助対象者）

第３条　本補助金の補助対象者は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向けてテイクアウト又はデリバリーのサービスを新たに始めた長久手市内で営業する飲食店とする。

２　第１項の規定にかかわらず、長久手市暴力団排除条例（平成２４年条例第２７号）第２条第２号に規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者は補助対象者としない。

（補助対象経費）

第４条　本補助金の補助対象経費は、令和２年４月１日から令和２年６月３０日の間に新たに設置した設備等の経費とし、その対象は別表２のとおりとする。

（補助額）

第５条　補助対象経費に１０分の９を乗じて得た額とし、上限を１０万円とする。

（交付申請）

第６条　本補助金の交付を受けようとする補助対象者は、長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金交付申請書（様式第１号）に必要な書類を添えて、市長が定める期日までに市長へ提出するものとする。

２　交付申請は１店舗につき１回に限ることとする。

（交付決定及び通知）

第７条　市長は、前条の申請書を受理したときには、速やかにその内容を審査し、その適否を決定したのちに交付申請者に通知するものとする。

２　前項の規定により、補助金の交付を決定したときは、長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。

３　第１項の規定により補助金の不交付を決定したときは、長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金不交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。

（交付）

第８条　市長は、前条の規定により交付決定した場合、補助金を交付する。

２　本補助金は、交付申請者が指定した口座への振込により交付する。

（不当利得の返還）

第９条　市長は、交付申請者が交付申請時に誓約した内容に違反したと認められるとき、補助金の交付決定を取り消すことができる。

２　市長は、前項の規定により、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、当該交付を受けた交付申請者に対し、期限を定めその返還を命ずるものとする。

（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　附　則

この要綱は、令和２年５月１日から施行する。

様式第１号（第６条関係）

長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金交付申請書

令和　　　年　　　月　　　日　

　長久手市長　殿

　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所　長久手市

　　　　　　　　　　　　　　　（フリガナ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　㊞

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　　　－　　　　　　－

　長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金の交付を受けたいので、下記により申請します。

記

１　補助対象事業を実施した飲食店

　　名　称：　　　　　　　　　　　　　（業種　　　　　　　　　　　　　）

　　所在地：

２　補助対象事業の実施内容

３　補助対象事業の対象経費及び交付申請額

	補助対象経費総額

（消費税及び地方消費税額を含む）
	円

	請求金額（対象経費総額×９／１０の額、千円未満切り捨て）
	円


４　振込先口座

　　　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　支店　　　（　普通・当座　）

　　口座番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　口座名義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　添付書類

・領収書の写し又は支払い証拠書類　・実施状況が分かる写真等

　・食品営業許可証の写し　・振込先口座が分かる書類の写し

＜誓約事項＞

下記の内容に誓約の上、□にレ点を付けてください。


□　長久手市飲食店新型コロナウイルス感染症対策補助金交付要綱を遵守します。

□　補助対象事象の実施により生じた問題（苦情等）については、長久手市には一切迷惑をかけません。

□　補助対象事業により取得した物品について、目的外での使用、譲渡を行いません。

□　市税の滞納はありません。

□　暴力団との関係はありません。また、この申請に係る補助金の交付が暴力団を利するかどうか確認するため、長久手市が愛知警察署長に申請者の住所、氏名等の情報を提供し、その意見を聞くことについて同意します。

別表１

補助対象飲食店業種一覧表

	
	業種

	１
	主として管理事務を行う本社等

	２
	その他の管理，補助的経済活動を行う事業所

	３
	食堂，レストラン（専門料理店を除く）

	４
	日本料理店

	５
	料亭

	６
	中華料理店

	７
	ラーメン店

	８
	焼肉店

	９
	その他の専門料理店

	１０
	そば・うどん店

	１１
	すし店

	１２
	酒場，ビヤホール

	１３
	バー，キャバレー，ナイトクラブ

	１４
	喫茶店

	１５
	ハンバーガー店

	１６
	お好み焼・焼きそば・たこ焼店

	１７
	他に分類されない飲食店


別表２

補助対象経費一覧表

	
	対象経費

	１
	テイクアウト又はデリバリーを新たに始めた場合の持ち帰り容器

	２
	のぼり、チラシ、ホームページの作成

	３
	店内における客席等の隔離用衝立

	４
	消毒液、ビニール手袋などの衛生用品

	５
	その他、感染症感染拡大防止対策で市長が認めるもの


